
第１回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」
において発表する農業農村工学会 小泉専務

日時：2018 年 6 月 5 日（火）13：00 ～ 17：30
会場：日本学術会議 講堂 (東京都港区六本木7-22-34)



農業農村工学会の防災・減災に対する取組
2018年6月5日

１．学会の目的

「農業農村工学の進歩及び農業農村工学に関わる研究者･技術者の資質向上を図り、学術・技術の振興
と社会の発展に寄与することを目的とする。」
・災害発生時の緊急対応はもとより、復興や減災対策のため、災害と向き合ってきた地域の地理と歴史を
踏まえ、継続的に農業が営める条件を整備し、住民が共同して地域を管理することで減災社会が実現し国
土保全に貢献することを基本としている。4月末で会員数は9,694名。

地すべり・山腹崩壊
危険地域の指定と管理

ダム・ため池の管理
／決壊時の避難訓練

排水機場の機能維持／広域湛水の回避

農地や水路の保全管理

地盤沈下・液状化の原因対策

豊かなソーシャル・キャピタルの維持

目標
・耐震技術の開発
・減災技術の開発
・除塩等農地再生
技術の開発

・農村コミュニ
ティ機能の再生



２．体制

研究部会

支部

常置委員会

特別委員会

→ 農業水利、材料施工、水土文化等14の研究部会

→ 北海道、東北、関東、京都等 6支部

→ 研究委員会、企画委員会、広報委員会等

→ 災害対応特別委員会、JABEE認定委員会等

学会活動は、14の研究部会、6の支部、企画・運営の基本を担う常置委員会、災害時等の対応を
行う特別委員会、及び公益性の高い委託業務を行う委託等委員会により運営されている。

委託等委員会 → 農業用ダム研究会、ため池等放射性物質対策委員会等

災害時は、災害対応特別委員会に対策本部を設置し、被災状況を調査し、二次災害防止などの調査・研究
を行っている。また、耐震対策や復興対策のため、受託等委員会があり、相互に連携を図っている。

３．最近の活動 平成２８年４月 熊本地震対策本部
平成２８年９月 台風１０号対策本部
平成２９年７月 九州北部豪雨災害対策本部
平成２９年１０月 福島復興・廃炉推進に貢献する学協会連絡会参加

４．連携状況

農業農村工学会

(国研)農研機構
農村工学研究部門農林水産省

農村振興局

土木学会 地盤工学会
日本地すべり

学会

日本農業工学会 日本農学会 農村計画学会

情報の共有 活動の連携

連携体内関連との連携

関連学会との連携

(国研)土木研究所
寒地土木研究所

指定公共機関


